
 

平 成 2 6 年 2 月 1 8 日 

国土交通省中部地方整備局 

名 古 屋 港 湾 事 務 所 

お  知  ら  せ 
 

 

 

 

 
 

 

１．概 要： 

中部地方整備局では、南海トラフの巨大地震・津波に対する港湾の防災・減災対策を推進するた

め、管内の主要港湾において地元の官民関係者で構成する検討会議を順次開催しており、今般、名

古屋港において「第６回地震･津波対策検討会議」を開催します。 

本会議では、平成 23 年度に策定した「地震・津波対策の基本方針」の３つの柱に基づいて。平

成 25 年度に前進した、また前進が見込まれる名古屋港の地震・津波対策に関する次の取り組み状

況等について、関係者間で情報共有を行い、今後の取り組みについて議論を行います。 

 

【避難対策の強化】 

○各港の避難誘導計画の策定に向けた取り組み状況 

○ＧＰＳ波浪計 

・伊勢湾口沖に GPS 波浪計増設（平成 25年 6月） 

・伊勢湾口沖 GPS 波浪計の観測情報の一般公開開始（平成 25年 8月） 

・メール配信システムの試行的運用開始（平成 25年度末予定） 

【官民連携した防護のあり方】 

  ○港湾機能継続計画（港湾ＢＣＰ） 

   ・「緊急物資輸送の行動計画」の策定（平成 25年度末予定） 

   ・「伊勢湾港湾機能継続計画（伊勢湾 BCP）検討会議」の設立（平成 25年 11 月） 

【耐震性・耐津波性能の向上】 

○港湾施設等の整備 

 ・外港地区防波堤等の整備状況 

 

なお、本会議は、平成 24 年 11 月 5 日に公表した中部圏地震防災基本戦略（最終とりまとめ）に関      

連する取り組みです。 

 

 

 

 

名古屋港 

平成２５年度 着実に前進 「南海トラフの巨大地震・津波」対策 

～第６回 地震・津波対策検討会議 開催～ 

 



 

 

２．第６回地震･津波対策検討会議の開催一覧： 

 

３．解 禁： 指定なし 

      ※会議の傍聴可。ただし、写真撮影につきましては冒頭の挨拶までとさせていただきます。

なお、取材の問い合わせは下記担当者までお願いします。また、会議の結果概要につい

ては、後日、名古屋港湾事務所 HPに掲載致します。 
 

４．配布先： 中部地方整備局記者クラブ、専門紙記者会、名古屋港記者クラブ、港湾新聞、 

港湾空港タイムス、日本海事新聞、海事プレス 
 

５．問い合せ先： 国土交通省 中部地方整備局 名古屋港湾事務所 

副所長 佐野 、企画調整課長 黒川 TEL ０５２－６５１－６２６６                              

港湾名 日付 時間 場所 別添資料 

名古屋港 
 2 月 25 日

（火） 
14:30～16:00 

名古屋市港区港町１－１１ 

名古屋港湾会館 

３階 第２会議室 

別紙 1 



 

 

別紙１ 

１．メンバー 

座  長： 名古屋港運協会会長  荻原 茂  

 

構 成 員： 愛知県 

名古屋市 

東海市 

知多市 

弥富市 

飛島村 

名古屋海上保安部 

名古屋商工会議所 

名古屋海運協会 

名古屋港運協会 

出光興産(株)愛知製油所 

新日鐵住金(株)名古屋製鐵所 

中部電力(株)知多火力発電所 

東邦ガス(株)知多製造所 

東レ(株)東海工場 

飛島コンテナ埠頭(株) 

トヨタ自動車(株) 

名古屋ユナイテッドコンテナターミナル(株) 

名古屋港管理組合 

※民間企業は五十音順 

事 務 局： 中部地方整備局 名古屋港湾事務所 

 

 

２．主な議題 （予定） 

   ○中部の港湾における地震・津波対策の検討経緯 

   ○名古屋港における地震・津波対策の取り組み 

･避難対策の強化（名古屋港の避難誘導計画、ＧＰＳ波浪計の情報提供 等） 

･官民連携した防護のあり方（名古屋港における緊急物資輸送の行動計画策定 等） 

･耐震・耐津波性能の向上（外港地区防波堤 等） 

        ○今後の取り組みについて 


